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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第２四半期連結
累計期間

第25期
第２四半期連結
累計期間

第24期
第２四半期連結
会計期間

第25期
第２四半期連結
会計期間

第24期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日　

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日　

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日　

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日　

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日　

営業収益（百万円） 68,372 67,631 38,621 35,046 144,277

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
15,384 761 7,755 △5,036 19,504

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
9,713 △6,187 5,330 △9,502 15,989

純資産額（百万円） ― ― 185,249 175,309 183,593

総資産額（百万円） ― ― 904,122 922,219 936,650

１株当たり純資産額（円） ― ― 43,684.5542,521.9145,014.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

2,951.20△1,880.041,619.52△2,887.214,858.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） ― ― 15.9 15.2 15.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,992 23,790 ― ― △12,091

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,167 △10,386 ― ― △57,397

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
20,245 △11,961 ― ― 63,079

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
― ― 8,186 10,134 8,691

従業員数（人） ― ― 720 671 619

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  ４．第24期第２四半期連結会計期間については、60歳超の契約社員を従業員数に含めており、第24期及び第25期

第２四半期連結会計期間については、60歳超の契約社員を従業員数から除外し、臨時従業員数に含める見直

しを行っております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 671 (261)

　（注）従業員数は就業人員（連結会社外への出向者を除き、連結会社外からの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は

（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、60歳超の契約社員については、臨時従業員に記載しております。また、臨時従業員については、連結会社と雇

用関係がある者を記載しております。

　　

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 435 (19)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、60歳超の契約社員については、臨時従業員に記載しております。また、臨時従業員については、提出会社と雇

用関係がある者を記載しております。　

EDINET提出書類

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社(E04030)

四半期報告書

 3/32



第２【事業の状況】

１【営業収益の状況】

当第２四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントごとの営業収益の状況は以下のとおりであります。なお、本文

において各事業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ数値を記載しております。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　　　　　　

　　
　　至　平成21年９月30日）

　前年同四半期比（％）

不動産賃貸事業（百万円） 24,994 99.2

分譲事業（百万円） 7,571 72.6

その他の事業（百万円） 3,756 87.0

消去（百万円） △1,277 ―

合計（百万円） 35,046 90.7

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、各セグメントの収益にはセグメント間の内部営業収益

又は振替高を含めております。

　　　２.「消去」は、各事業区分間において重複している内部営業収益又は振替高を指しております。

　

また、当社グループの主たる事業であります不動産賃貸事業及び分譲事業の販売状況は以下のとおりであります。

(1)　不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業における用途別の営業収益等の状況は以下のとおりであります。なお、各数値については連結の

数値を記載しております。

区分
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日　　
　　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　　
　　至　平成21年９月30日）

オフィス・商業

収益 23,230百万円 23,201百万円

貸付可能面積
1,142,972㎡

（うち、転貸　19,273 ㎡）

1,175,664㎡

（うち、転貸　21,374㎡）

住宅・その他 収益 1,976百万円 1,792百万円

収益合計 25,207百万円 24,994百万円

（注）１．貸付可能面積は、９月30日現在の数値であります。

２．転貸による貸付可能面積には、当社及び連結子会社間の契約による転貸は含まれません。

また、当社グループの空室率の状況は以下のとおりであります。

区分 平成20年９月　 平成20年12月　平成21年３月　 　平成21年６月 平成21年９月　

都心５区 8.7％　 　3.1％ 2.8％　 4.8％　 4.9％　

全国 4.8％　 　3.2％　 3.1％　 4.4％　 5.0％　

　（注）１．空室率は、各月末日時点の数値であります。

　２．「都心５区」とは、千代田区、中央区、港区、渋谷区及び新宿区を指しております。
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(2)　分譲事業

分譲事業における種類別・地域別の販売状況は以下のとおりであります。

　

区分

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日　
　　至　平成20年９月30日）　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　
　　至　平成21年９月30日）

 戸数・区画数 収益（百万円）　 戸数・区画数 収益（百万円）

マンション 　 　   

 
引渡戸数

首都圏 174 7,659 113 2,846

 その他の地域 12 1,026 48 1,720

 完成在庫  143 ― 444 ―

宅地分譲等 　 　   

 
引渡数

首都圏 ― 0 ― 3

 その他の地域 97 1,738 82 3,001

 完成在庫  126 ― 56 ―

マンション／宅地分譲等合計 　 　   

 
引渡数

首都圏 174 7,659 113 2,850

 その他の地域 109 2,765 130 4,721

 完成在庫  269 ― 500 ―

その他 　 　   

 
引渡数

首都圏 ― ― ― ―

 その他の地域 ― ― ― ―

 完成在庫  ― ― ― ―

総合計（収益） ― 10,425 ― 7,571

（注）１．共同事業物件については、当社事業割合に応じた戸数を記載し、小数点以下は切り捨てで表示して　

　　おります。

２．完成在庫は9月末日時点の数値であります。前第２四半期連結会計期間のマンションの完成在庫には、契

約済未引渡しの物件が10戸含まれており、また、宅地分譲等の完成在庫には契約済未引渡しの物件が、109

戸含まれております。また、当第２四半期連結会計期間のマンションの完成在庫には、契約済未引渡しの

物件が145戸含まれており、また、また、宅地分譲等の完成在庫には契約済未引渡しの物件が、33戸含まれ

ております。

３．当第２四半期連結会計期間の宅地分譲等の引渡数のうち、36件（2,413百万円）は土地の一括売却による

ものです。

４．「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県及び栃木県を指しております。

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

　(1)業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産並びに個人消費等において持ち直しの動きが見られ

るものの、その一方で失業率が高水準にあるなど、景気は依然として厳しい状況となりました。先行きについては、雇

用情勢が悪化傾向で推移するなど、当面は厳しい状況が続くものと想定しておりますが、海外経済の改善などを背景

に、景気の持ち直し傾向が続くことも期待されております。なお、平成21年の基準地価は、全国平均で下落となり、住

宅地・商業地を含む全用途で下落幅が拡大するなど、不動産市況の厳しさを反映した結果となりました。

　賃貸オフィス市場においては、東京都心５区のオフィスビルでは、平均空室率の上昇が緩やかになったものの、平均

空室率は7％台と引き続き高い水準にあります。また、賃料相場の弱含みが鮮明となり、事業者間の競争は厳しさを増

しております。マンション分譲市場においては、在庫調整が進んだものの、市況の回復までには至っておりません。

　こうした事業環境の中、当第２四半期連結会計期間における経営成績は減収減益となりました。不動産賃貸事業及

び分譲事業の減収等により、営業収益は35,046百万円（前年同期比3,575百万円減、9.3%減）となり、営業収益の減少

ならびに分譲事業においてたな卸資産の評価損を営業原価に計上したことによる営業費用の増加等により、営業損

失は3,406百万円（前年同期は9,271百万円の営業利益）となりました。営業利益の減少に加えて、営業外費用におけ

る支払利息の増等により、経常損失は5,036百万円（前年同期は7,755百万円の経常利益）となりました。

　厳しい事業環境のもと、当期の課税所得が減少する見込みとなったことから、当第２四半期連結会計期間において、

スケジューリング不能な（税務上の損金算入時期が明確でない）将来減算一時差異について繰延税金資産を取崩す

こととし、これによる法人税等の増加影響は5,051百万円となりました。

　以上の結果、四半期純損失は9,502百万円（前年同期は5,330百万円の四半期純利益）となりました。

　

　当第２四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントごとの営業収益の状況は以下のとおりであります。なお、本

文において各事業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ数値を記載しております。 

　　

① 不動産賃貸事業

　当第２四半期連結会計期間における不動産賃貸事業については、当第２四半期累計期間（６ケ月）に竣工した大手

町一丁目地区第一種市街地再開発事業（東京都千代田区）等の物件やトレードピア淀屋橋（大阪府大阪市）等の平

成21年３月期に取得した新規取得物件の賃料収入等があったものの、平成21年３月期に実施した物件売却の影響等

により減収となり、加えて、新規物件の竣工に伴う費用の計上等により営業費用が増加したこと等により減益となり

ました。

　また、当社グループの保有するオフィスビルの平均空室率については、市場に対しては低い水準で推移しているも

のの、新規物件の竣工の影響等により空室が増加したことから上昇傾向にあり、平成21年９月末は、東京都心５区で

は、4.9%、全国ベースでみると5.0%となりました。

　一方、新規ビルの開発事業については、（仮称）四条烏丸ビル（京都府京都市）、大阪駅北地区先行開発区域プロ

ジェクト、芝浦水再生センター上部利用事業（東京都港区）、（仮称）内神田三丁目ビル（東京都千代田区）等が進

行中であります。なお、当第２四半期連結会計期間においては、アーバンネット定禅寺ビル（宮城県仙台市）が竣工

いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における不動産賃貸事業の営業収益は24,994百万円（前年同期比212百万

円減、0.8%減）、営業費用は16,522百万円（前年同期比423百万円増、2.6%増）、営業利益は8,471百万円（前年同期比

636百万円減、7.0%減）となり、営業利益率は前年同期の36.1％から、当第２四半期連結会計期間は33.9％となりまし

た。
 

② 分譲事業

　当第２四半期連結会計期間における分譲事業のうち、マンション分譲事業については、当第２四半期連結会計期間

に竣工したメゾングランツ－ウェリス北安東（静岡県静岡市）等の引渡しを行い、過年度竣工物件を含め合計で161

戸のマンションの引渡しを行いました。また、新たにウェリス上甲子園（兵庫県西宮市）等の販売を開始いたしまし

た。なお、宅地分譲についてウェリスパーク阿倉川（三重県四日市市）等の引渡しを行いました。

　当第２四半期連結会計期間は、分譲マンションの引渡戸数が前年同期を下回るとともに、マンション販売単価が低

かったこと等により、営業収益は前年同期に対して減収となりました。また、分譲マンション市況の回復の遅れと地

価の下落といった昨今の事業環境から、将来開発予定の分譲マンションプロジェクトの用地を中心とするたな卸資

産の収益性の回復の見通しが難しいとの認識に至り、たな卸資産の評価損10,849百万円を営業原価に計上したこと

等により、前年同期に対して減益となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における分譲事業の営業収益は7,571百万円（前年同期比2,853百万円減、

27.4%減）、営業費用は18,298百万円（前年同期比9,122百万円増、99.4%増）、営業損失は10,726百万円（前年同期は

1,248百万円の営業利益）となりました。 
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③ その他の事業

　当第２四半期連結会計期間におけるその他の事業の営業収益は3,756百万円（前年同期比561百万円減、13.0%減）、

営業利益は220百万円（前年同期比126百万円減、36.6%減）となりました。　

 

　(2)財政状態の分析

　

①連結貸借対照表の状況

　当第２四半期連結会計期間末において、資産、負債及び純資産は前四半期連結会計期間末に比べ減少しました。

　

（資産の状況）

　資産の部は922,219百万円（前四半期連結会計期間末比16,495百万円減）となりました。

　流動資産は120,846百万円（前四半期連結会計期間末比29,179百万円減）となりました。これは主には、たな卸資産

の減少27,541百万円等によるものであります。

　固定資産は801,372百万円（前四半期連結会計期間末比12,683百万円増）となりました。これは主には、土地の増加

16,854百万円等によるものであります。

　
（負債の状況）

　負債の部は746,909百万円（前四半期連結会計期間末比6,943百万円減）となりました。

　流動負債は91,159百万円（前四半期連結会計期間末比19,473百万円減）となりました。これは、コマーシャル・

ペーパーの減少9,999百万円、1年以内返済予定の長期借入金の減少9,600百万円等によるものであります。

　固定負債は655,749百万円（前四半期連結会計期間末比12,529百万円増）となりました。これは、社債の増加9,588

百万円、繰延税金負債（固定）の増加5,515百万円等によるものであります。

 

　なお、当第２四半期連結会計期間において、繰延税金資産（固定）の取崩し5,051百万円をいたしました。連結貸借

対照表上では、繰延税金資産（固定）と繰延税金負債（固定）は相殺表示しているため、本件による影響は、繰延税

金負債（固定）の増加として反映されております。

　

　また、当第２四半期連結会計期間末において、有利子負債は511,976百万円（前四半期連結会計期間末比13,919百万

円減）となりました。

　
（純資産の状況）

　純資産の部は175,309百万円（前四半期連結会計期間末比9,551百万円減）となりました。これは、利益剰余金の減

少9,502百万円等によるものであります。
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②連結キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結会計期間末において、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前四半期連結会計期間末

に比べ4,074百万円減少し、10,134百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間におけるフリー・キャッ

シュ・フローは、前年同期より20,139百万円増加し、10,267百万円のプラスとなりました。

（注）フリー・キャッシュ・フローの算定式は以下のとおりであります。

「フリー・キャッシュ・フロー＝（営業活動によるキャッシュ・フロー）＋（投資活動によるキャッシュ・フ

ロー）」

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より13,151百万円増加し、12,661百万円の増加となりました。これ

は主に、たな卸資産の減少11,165百万円、減価償却費6,253百万円、仕入債務の増加3,129百万円等による資金の増加に

対し、税金等調整前四半期純損失5,189百万円等による資金の減少があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より6,988百万円増加し、2,394百万円の減少となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出3,180百万円等による資金の減少に対し、有形固定資産の売却による収入864百

万円等の資金の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より26,583百万円減少し、14,342百万円の減少となりました。これ

は主に、社債の発行による収入9,983百万円等による資金の増加に対して、長期借入金の返済10,559百万円、コマー

シャル・ペーパーの減少9,999百万円、社債の償還による支出3,352百万円等による資金の減少があったことによるも

のであります。

　 

　(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はなく、「ＮＴＴ都市開発

グループ中期経営計画2010」（平成19年11月策定、以下「中期経営計画」）に基づき、事業の持続的な成長に向け、引

き続き取り組んでまいります。しかしながら、不動産市況の早期回復を見込むことは難しく、中期経営計画に掲げる目

標数値（2010年度、平成23年３月期）の達成は予断を許さない状況にあります。　

　

　(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

　(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　不動産賃貸事業については、当第２四半期連結会計期間の業績は、前年同期に対しては減収減益となり、既存物件に

おける空室率の上昇や値下げ圧力等による収益の下振れリスクが高まっており、市場の平均空室率も引き続き高い水

準にあることから、空室の増加や賃料下落等のリスクに留意してまいります。

　分譲事業については、当第２四半期連結会計期間の業績は、一部の分譲マンションで販売が進んだものの、事業全体

としては販売単価の低下等による減収、さらには、たな卸資産の評価損の計上の影響等により営業費用が大幅に増加

したことから、前年同期に対して減収減益となりました。マンション市況の先行きは当面厳しい状況が続くものと想

定しておりますが、一部の物件では販売状況も好転しつつあることを踏まえ、引き続き、販売中物件の早期販売や保有

用地の事業化等によるたな卸資産の削減に努めるとともに、新たな仕入れにあたっては、エリアや対象となる顧客層

を十分に見極め、厳選して行ってまいります。 

 

　(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結会計期間においては、借入金返済、社債償還、運転資金及び投資等の資金需要に対して、社債の発行

等により資金調達を行いました。

　資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析 (2)財政状態の分析」を参照願います。

 

　(7)株式会社の支配に関する基本方針について

　当社としては、親会社の議決権の所有割合が50％を超えている現状に鑑みて、株式会社の支配に関する基本方針を特

段定めておらず、現時点では買収防衛策も導入しておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社は、次の設備を売却いたしました。

（当社）　

名称
（所在地）

主な用途 構造
面積（㎡） 帳簿価額（百万円）

竣工年月
建物 土地 建物等 土地 その他 合計

シティオ大濠

（福岡市中央区）
住宅

鉄骨鉄筋コンクリート

造、

地上14階

　

3,378

 

 

1,435

　

311 279 0 591
平成２年３

月

　（注）帳簿価格は平成21年７月末現在の数値であります。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間においては、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更は以下のとおりでございます。また、上記のとおり、前四半期連結会計期間末に計画してお

りました「シティオ大濠」の売却は、平成21年８月に完了いたしました。

 

① 新設

　（仮称）中洲プロジェクトは、着手予定年月が平成21年10月から平成22年１月となり、完了予定年月が平成23

年２月から平成23年５月となりました。 

　

② 除却等

　Ｎ・パサールは、着手予定年月が平成21年７月から平成21年９月となり、完了予定年月が平成21年９月から平

成21年12月に変更となりました。 

　

　

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は以下のとおりであります。

（当社） 平成21年９月30日現在

名称　
（所在地）

主な用途 設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

　

（仮称）内神田三丁目ビル

 （東京都千代田区）

オフィス

鉄骨造、一部鉄骨鉄筋コ

ンクリート造、地上19

階、地下１階、 延床面積

約14,800㎡

21,713 16,998
自己資金及び

借入金
平成22年５月平成24年４月

　

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却計画は以下のとおりであります。

（当社） 平成21年９月30日現在

名称
（所在地）

主な用途 設備の内容
着手及び完了予定
着手 完了

　

アーバンエース御幣島パル

（大阪市西淀川区）

住宅
鉄筋コンクリート造、地上10階

延床面積2,751㎡、土地面積794㎡
平成21年10月平成21年10月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,500,000

計 10,500,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,291,200 3,291,200
東京証券取引所

市場第一部

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 3,291,200 3,291,200 ― ―

（注）発行済株式のうち、306,300株は、現物出資（建物等927百万円、土地（89,492㎡）2,144百万円）によるもの

であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

　平成21年７月１日

～平成21年９月30日
－ 3,291,200 － 48,760 － 34,109
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町２丁目３－１ 2,214,815 67.30

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）　　　

東京都港区浜松町２丁目11番３号

　
56,638 1.72

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）

 東京都中央区晴海１丁目８－11

 　
49,738 1.51

ジェーピー　モルガン　チェース　バ

ンク　３８００８４

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行決済営業部）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ, 

UNITED KINGDOM　

（東京都中央区月島４丁目16-13）

　

35,434 1.08

バンク　オブ　ニユーヨーク　タツク

ス　トリイテイ　ジヤスデツク　オム

ニバス　ツー

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

THE BANK OF NEW YORK BRUSSELS BR. 35

AVENUE DES ARTS B-1040 BRUSSELS.

BELGIUM

(東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

 

30,591 0.93

モルガンスタンレーアンドカンパ

ニーインク

（常任代理人　モルガン・スタン

レー証券㈱）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1585BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 

10036, U.S.A.

(東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３）

 

28,906 0.88

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16-13）

　

28,451 0.86

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　ト

リーテイー　ジヤスデツク　アカウン

ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040

BRUSSELS,BELGIUM

　

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

　

26,116 0.79

シー　エム　ビー　エル，エス　エー　

リ．ミューチャル　ファンド

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行決済営業部）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD,ENGLAND

　

（東京都中央区月島４丁目16-13）　

　

24,221 0.74

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー　５０５２

２５

（常任代理人　㈱みずほコーポレー

ト銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.　

　

（東京都中央区月島４丁目16-13）　

　

23,928 0.73

計 ― 2,518,838 76.53

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

の所有株式数は、全て各社が信託業務（証券投資信託等）の信託を受けている株式であります。なお、それらの

内訳は、投資信託設定分44,541株、年金信託設定分30,541株、その他信託分31,294株であります。 

２．ジェーピー　モルガン　チェース　バンク　３８００８４、バンク　オブ　ニユーヨーク　タツクス　トリイテイ　ジ

ヤスデツク　オムニバス　ツー、ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー、ザ　バンク　オブ　

ニユーヨーク　トリーテイー　ジヤスデツク　アカウント、シー　エム　ビー　エル，エス　エー　リ．ミューチャル

　ファンド、ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー　５０５２２５は、主に欧米の機関投資
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家の所有する株式の保管管理業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,291,200　 3,291,200 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,291,200 ― ―

総株主の議決権 ― 3,291,200 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式が８株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

　

　

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 95,800 90,700 105,400 103,500 94,400 100,100

最低（円） 75,700 79,200 81,400 84,100 85,100 81,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 　 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
商業事業推進部担当

中国支店担当
取締役

中国支店長

商業事業推進部担当
徳永　英樹 平成21年７月１日

取締役 不動産投資推進部長 取締役

ソリューション営業本部　副

本部長

ソリューション営業本部

ファンドビジネス部長

長谷川 和弘 平成21年７月13日

取締役

ビル事業本部副本部長

ビル事業本部災害対策推進

室長

取締役

ビル事業本部副本部長

ビル事業本部事業企画部長

ビル事業本部災害対策推進

室長　

飯嶋 弘士 平成21年10月１日

常勤監査役 　 監査役 　 池田　仁 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,309 8,954

受取手形及び営業未収入金 4,792 5,167

販売用不動産 14,123 11,133

仕掛販売用不動産 ※2, ※3
 82,678

※2
 116,527

未成工事支出金 151 109

貯蔵品 － 33

原材料 － 26

商品及び製品 0 0

原材料及び貯蔵品 60 －

リース投資資産 484 488

繰延税金資産 1,331 1,411

その他 6,916 4,596

貸倒引当金 △3 △1

流動資産合計 120,846 148,447

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 695,258 682,795

減価償却累計額 △342,236 △332,027

建物及び構築物（純額） 353,022 350,767

機械装置及び運搬具 13,914 13,731

減価償却累計額 △11,361 △11,116

機械装置及び運搬具（純額） 2,553 2,614

土地 ※2, ※3
 395,853

※2
 378,620

リース資産 838 838

減価償却累計額 △624 △597

リース資産（純額） 214 241

建設仮勘定 2,092 9,359

その他 14,380 13,602

減価償却累計額 △10,492 △10,079

その他（純額） ※2
 3,887

※2
 3,523

有形固定資産合計 757,623 745,127

無形固定資産 3,344 3,338

投資その他の資産

投資有価証券 16,157 16,391

長期前払費用 18,763 18,920

繰延税金資産 275 50

その他 5,207 4,379

貸倒引当金 － △3

投資その他の資産合計 40,404 39,737

固定資産合計 801,372 788,202

資産合計 922,219 936,650
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 6,447 9,052

短期借入金 12,000 25,798

リース債務 167 179

1年内返済予定の長期借入金 46,359 41,979

1年内償還予定の社債 2,410 5,109

コマーシャル・ペーパー － 9,994

未払法人税等 292 611

瑕疵担保損失引当金 143 143

その他 23,339 23,902

流動負債合計 91,159 116,772

固定負債

社債 117,122 107,185

長期借入金 334,083 331,003

リース債務 215 257

繰延税金負債 66,027 60,403

退職給付引当金 5,718 5,255

役員退職慰労引当金 71 67

受入敷金保証金 99,187 97,857

負ののれん ※1
 33,133

※1
 34,032

瑕疵担保損失引当金 60 60

その他 129 160

固定負債合計 655,749 636,284

負債合計 746,909 753,056

純資産の部

株主資本

資本金 48,760 48,760

資本剰余金 34,109 34,109

利益剰余金 56,941 65,103

株主資本合計 139,811 147,973

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 137 176

評価・換算差額等合計 137 176

少数株主持分 35,361 35,443

純資産合計 175,309 183,593

負債純資産合計 922,219 936,650
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益 68,372 67,631

営業原価 43,967 55,906

営業総利益 24,404 11,725

販売費及び一般管理費 ※1
 6,258

※1
 7,859

営業利益 18,146 3,865

営業外収益

受取利息 42 32

受取配当金 36 17

受取分担金 85 2

負ののれん償却額 963 963

持分法による投資利益 52 71

その他 57 96

営業外収益合計 1,236 1,184

営業外費用

支払利息 3,762 4,121

その他 236 167

営業外費用合計 3,998 4,288

経常利益 15,384 761

特別利益

固定資産売却益 2,081 50

その他 0 －

特別利益合計 2,082 50

特別損失

固定資産売却損 － 57

固定資産除却損 863 384

特別損失合計 863 442

税金等調整前四半期純利益 16,603 369

法人税等 ※2
 6,046

※2
 5,882

少数株主利益 844 675

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,713 △6,187
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益 38,621 35,046

営業原価 25,850 34,260

営業総利益 12,770 785

販売費及び一般管理費 ※1
 3,498

※1
 4,191

営業利益又は営業損失（△） 9,271 △3,406

営業外収益

受取利息 23 17

負ののれん償却額 481 481

持分法による投資利益 0 22

その他 24 33

営業外収益合計 529 555

営業外費用

支払利息 1,915 2,094

その他 130 90

営業外費用合計 2,045 2,185

経常利益又は経常損失（△） 7,755 △5,036

特別利益

固定資産売却益 1,887 50

特別利益合計 1,887 50

特別損失

固定資産売却損 － 57

固定資産除却損 544 145

特別損失合計 544 203

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

9,098 △5,189

法人税等 ※2
 3,355

※2
 3,976

少数株主利益 412 336

四半期純利益又は四半期純損失（△） 5,330 △9,502
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 16,603 369

減価償却費 12,390 12,597

負ののれん償却額 △963 △963

のれん償却額 － 64

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

受取利息及び受取配当金 △78 △50

支払利息 3,762 4,121

持分法による投資損益（△は益） △52 △71

固定資産売却損益（△は益） △2,081 7

固定資産除却損 863 384

売上債権の増減額（△は増加） 2,645 374

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,053 14,134

仕入債務の増減額（△は減少） △23,783 △2,698

受入敷金保証金の増減額（△は減少） 3,289 1,898

その他 △1,587 △1,573

小計 △3,046 28,592

利息及び配当金の受取額 115 78

利息の支払額 △3,752 △4,021

法人税等の支払額 △7,309 △859

営業活動によるキャッシュ・フロー △13,992 23,790

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16,316 △10,875

有形固定資産の売却による収入 3,825 864

投資有価証券の取得による支出 △203 －

投資有価証券の払戻による収入 － 514

その他 △473 △888

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,167 △10,386

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,686 △13,798

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △10,000 △9,994

長期借入れによる収入 11,500 20,000

長期借入金の返済による支出 △16,650 △12,539

社債の発行による収入 22,897 10,966

社債の償還による支出 △805 △3,755

長期未払金の返済による支出 △21 －

配当金の支払額 △2,303 △1,974

少数株主への配当金の支払額 △942 △757

その他 △113 △107

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,245 △11,961

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,914 1,442

現金及び現金同等物の期首残高 15,101 8,691

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,186

※1
 10,134
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、

第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期

間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業収益は14百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ２百万円増加して

おります。　

　なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記載しております。

【表示方法の変更】

 
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

表示方法の変更 （四半期連結貸借対照表）

　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

　する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）が適用となるこ

　とに伴い、前第２四半期連結会計期間末において、「原材料」「貯蔵品」

　として掲記されていたものは、当第２四半期連結会計期間末では「原材料

　及び貯蔵品」と一括して掲記しております。

　　なお、当第２四半期連結会計期間末の「原材料及び貯蔵品」に含まれ

　る「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ23百万円、36百万円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１.たな卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の簿価切下げに関して収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行

なう方法を適用しております。　　

２.法人税等ならびに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目及び税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法により算定しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　※１　負ののれんについては、のれんと相殺して表示し

　　　ており、相殺前の金額は、のれん2,506百万円、負

　　　ののれん35,640百万円であります。

　

　※２　担保資産

　　　　担保に供されている資産で、企業集団の事業運営

　　　　において重要なものであり、かつ、前連結会計年

　　　　度の末日に比べ著しい変動が認められるものは、

　　　　次のとおりであります。

　　　　（１）担保資産

　　　　　 　合同会社ＮＵ－４を営業者とする匿名組合の

　　　　　　 債務償還による減少

　　　　　   仕掛販売用不動産　 　　　　　　－百万円

        （２）責任財産限定型債務に対する担保資産

             ＵＤファンド第２特定目的会社の債務償還に

             よる減少　

　　　　　　 土地　  　　　　　　　　  171,400百万円

             その他有形固定資産　　　　　　136百万円　

　

　※３　当第２四半期連結会計期間において、仕掛販売用

　　　不動産16,681百万円を保有目的の変更により有形固

　　　定資産に振替えております。　

※１　負ののれんについては、のれんと相殺して表示し

　　ており、相殺前の金額は、のれん2,570百万円、負

　　ののれん36,603百万円であります。　

　

※２　担保資産　

　

　

　

　

　

　

　

仕掛販売用不動産　　　　　　　　　　　3,138百万円　

　

　

　

土地　　　　　　　　　　　　　　　　173,947百万円 

その他有形固定資産　　　　　　　　　　　614百万円　
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

広告宣伝費 772百万円

給与、手当及び賞与 2,137百万円

退職給付費用 143百万円

役員退職慰労引当金繰入額 10百万円

業務委託費 1,125百万円

租税公課 441百万円

　

広告宣伝費 1,031百万円

給与、手当及び賞与 2,320百万円

退職給付費用 166百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円

業務委託費 1,313百万円

租税公課 890百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　1百万円

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

広告宣伝費 536百万円

給与、手当及び賞与 1,084百万円

退職給付費用 72百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

業務委託費 654百万円

租税公課 278百万円

広告宣伝費 723百万円

給与、手当及び賞与 1,151百万円

退職給付費用 81百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

業務委託費 772百万円

租税公課 416百万円

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額と関係（平成

20年９月30日現在）　

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額と関係（平成

21年９月30日現在）　

　　現金及び預金勘定
   10,301百万円　　　　

　　　　　　

　　預け入れ期間が３ケ月を

　　超える定期預金    △2,223百万円

　　流動資産「その他」に含　　　　　　

　　　　　　

 　　まれる３ケ月未満の短期

　　投資　

 

  107百万円

　  現金及び現金同等物     8,186百万円

　　現金及び預金勘定
  10,309百万円　　　　　

　　　　　

　　預け入れ期間が３ケ月を

　　超える定期預金

 

   △2,223百万円

　　流動資産「その他」に含　　　　　　

　　　　　　

 　　まれる３ケ月未満の短期

　　投資

　

2,048百万円

　  現金及び現金同等物     10,134百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　3,291,200株

 

２．配当に関する事項

　　（１）　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月18日

定時株主総会
普通株式 1,974利益剰余金 600平成21年３月31日平成21年６月19日

　（２）　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

　　　　　会計期間末後となるもの　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年11月５日

取締役会
普通株式 1,974利益剰余金 600平成21年９月30日平成21年12月４日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
不動産賃貸
事業

（百万円）

分譲事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 24,924 10,425 3,271 38,621 ― 38,621

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
282 ― 1,046 1,329 (1,329) ―

計 25,207 10,425 4,318 39,950(1,329)38,621

営業利益 9,107 1,248 347 10,703(1,432) 9,271

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
不動産賃貸
事業

（百万円）

分譲事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 24,801 7,571 2,672 35,046 － 35,046

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
192 － 1,084 1,277 (1,277) －

計 24,994 7,571 3,756 36,323(1,277)35,046

営業利益又は営業損失（△） 8,471△10,726 220 △2,034 (1,371)△3,406

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
不動産賃貸
事業

（百万円）

分譲事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 49,418 13,944 5,009 68,372 ― 68,372

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
337 ― 1,985 2,323 (2,323) ―

計 49,756 13,944 6,995 70,696(2,323)68,372

営業利益 18,347 1,731 445 20,523(2,377)18,146

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
不動産賃貸
事業

（百万円）

分譲事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 49,273 13,538 4,819 67,631 － 67,631

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
376 － 2,031 2,407 (2,407) －

計 49,650 13,538 6,850 70,039(2,407)67,631

営業利益又は営業損失（△） 16,779△10,749 574 6,605 (2,739) 3,865

EDINET提出書類

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社(E04030)

四半期報告書

26/32



　（注）１．事業区分の方法

事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

不動産賃貸事業　　土地、建物等の賃貸

分譲事業　　　　　住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売

その他の事業　　　請負工事、不動産の運営管理受託等

 　　　 ３．会計処理の方法の変更

　　　　　前第２四半期連結累計期間　

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「分譲事業」について、営業

利益が514百万円減少しております。

　　　　　当第２四半期連結累計期間

(完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更)       

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、「その他事業」について営業利益が2百万円増加しておりま

す。  

【所在地別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上がないため、該当事項はありません。　
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（有価証券関係）

著しい変動がないため、該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 42,521.91円 １株当たり純資産額 45,014.04円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2,951.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,880.04　円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 9,713 △6,187

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）　

（百万円）
9,713 △6,187

期中平均株式数（株） 3,291,200 3,291,200

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,619.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,887.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 5,330 △9,502

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）　

（百万円）
5,330 △9,502

期中平均株式数（株） 3,291,200 3,291,200

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（１）平成21年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・1,974百万円

　　　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・600円00銭

　　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・平成21年12月4日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

（２）訴訟

　当社は、テナントの民事再生法適用に伴って解除された定期賃貸借契約に関して、解約違約金に充当するた

めに保留している敷金223百万円の返還を求める訴訟を提起されておりましたが、平成21年10月29日に原告

より訴えの取下書が東京地方裁判所に提出されております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月４日

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 金 井 沢 治　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 秀 樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都

市開発株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日か

ら平成20年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

　（注）1.上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

　      2.財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 金 井 沢 治　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 秀 樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都

市開発株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

　（注）1.上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

　      2.財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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